
自 己 評 価 報 告 書（平成２６年度）

臨床福祉専門学校



基準１ 教育理念・目的・育成人材像

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

本校は平成 15年の創立以来、「他人を敬い自らを
律し、人々の心を最も大切にする」を学園の理念を

背景に、実学的な「高齢者対応」「健康増進」「環境

重視」「経営感覚向上」「高度情報化」「国際化」の

6Kを教育方針とし、「保健・医療・福祉の連携」を
キーワードとして実務と研究の両面にわたって志

の高い専門職人材を養成してきた。

また、「福祉はサイエンス」という校長の持論、

すなわち常に科学の目を持ち科学的な思考と処遇

を忘れないという考えを教育理念として中心に据

えてきたことは本校ならではのことである。

学校の教育理念・方針は、学校ホームページ等で

明示してはいるものの、育成人材像については「校

長からのメッセージ」で一部ふれているに留まり、

学科単位で個別には明確化していない。

しかし、そもそも教育とは型にはまった画一的な

ものであってはならない。本人の特性や長所をみつ

け、それを伸ばすことが必要であるので、人間性豊

かな専門職の養成を今後も目指していく。

４学科を擁する専門学校として、より良い人材育

成のためには、いち早く社会や業界のニーズを正確

に掴む必要がある。そのためには、各関連業界等の

理解や協力が必須である。

本校が開校してから早 10年以上が経ち、次なる
10年に向けて進むために、ここで各職種の置かれて
いる状況や社会情勢等に照らし、改めて教育理念や

育成人材を見直す必要がある。

創立当初からの取り組みとして

・敬心学園学術研究会

・学術誌「臨床福祉ジャーナル」



基準２ 学校運営

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

学園では、学校運営の基礎となる学納金の把握、

特に入学予定者生数の目標を設定し、その数値を学

園全体で共有し予算管理することで一年間の学校

運営を計画的に実施することが可能となっている。

組織運営に関しては、組織図・就業規則などを整

備し、組織的な意思決定と円滑な運営に努めてい

る。

職業実践専門課程に関係して、平成 26年度から
は柔道整復学科に関する委員会も新設された。これ

で全学科の教育課程編成院会と学校関係者評価委

員会が出揃い、外部委員からの意見を取り入れる仕

組みが統一して整備された。

課題は、現在の社会状況や運営体制に適した各種

規程の整理及び整備である。学校運営上、創立当初

からの規程では網羅しきれない部分が生じている

こともまた事実であり、旧規程の整備や必要に応じ

て新規の規程の新設などが望まれる。

まずはどのような規程を整備すべきか、学校評価

ガイドライン等に照らして、その対象や範囲を明確

化する必要がある。

組織整備についてはこれまで統一的な観点で整

備をされてきていない。

本校は数年先に第三者評価の受審年度を迎える

が、その審査基準に照らして現状の本校の組織体制

や意思決定の流れを見直す必要がある。

その際には、文科省策定の『専修学校における学

校評価ガイドライン』を参考に学内に合った体制を

考えていくことになる。



基準３ 教育活動

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

本校では、各学科の養成施設指定規則に基づく必

修カリキュラムだけでなく、特色ある教育内容を付

加することに努めている。例えば、理学療法学科で

は、基礎学力向上の取り組み（＝寺子屋）や入学前

学習から国家試験対策までの一貫した教育指導な

どに積極的に取り組んでいることはその一例であ

る。

成績の評価や修了認定にかかる基準は、『学生ハ

ンドブック』にて学生への周知徹底に努めている。

また成績評価については、担当者の一義的な判断に

ならないよう公平性を期し、最終的には学科毎の進

級判定会議を経て校長が決裁している。

すべての学科が国家資格の取得を目指す学科で

あるため、国家試験対策としての様々な取り組みを

学校パンフレットや学校ホームページなどで明示

し、実施している。万が一不合格の場合は、卒業後

継続的にフォローする必要があるが、現時点では学

科により対応のばらつきがある。

教員は専任及び非常勤共に指定規則に定められ

た教員資格を有している。専任教員の質の維持と向

上に関して、研修会への参加に対する支援、学会参

加費用の全額補助を行っているが、教員研修やキャ

リアアップにかかる規程が整備されていない。学科

単位の取り組みに委ねられ、学校全体の組織的な取

り組みには至っていない点が課題である。

教育課程は、学校の教育方針を踏まえ自主的に立

案されるものであるが、今後、教育課程編成委員会

からの意見も参考にしながら、職業教育という観点

から改めてカリキュラムを精査し、必要に応じてそ

の変更にも積極的に取り組む。

授業評価制度の全学的な取り組みについては、生

徒という教育の受け手の意見を参考にするものと

して前向きに捉える。

しかし、学校を取り巻く関係者の意見を参考にし

つつも、具体的にどのような教育活動として発展さ

せていくのかは、教育方針に裏打ちされた教員組織

の創意工夫によるものが中心であると考える。

国家試験対策に関しては、あくまでも学校の目標

としてすべての生徒の合格を目指し、個々の学力に

沿った試験対策を検討していくことと、不合格者に

対するフォローは養成施設としての責務との認識

から、出来る限りすべての学科で実施する体制が作

れるよう組織的な導入を目指す。場合によっては、

関係する専門講師を招くことも検討したい。

教員自身のキャリアアップは、教員の自主性によ

ることが原則ではあるが、学校としても各学科が計

画的に専任教員に対する研修を提供するためのバ

ックアップ体制は必要である。規程を整備し、組織

的な研修補助制度に発展させたい。

・臨床敬心クリニックでの見学・実習

＝[言語聴覚療法学科]
・ＴＡＳ（上級生・卒業生等の協力を得た授業）

・「接遇」の授業

＝[理学療法学科]
・模擬患者演習（実習前）[理学療法学科]
・人体解剖の見学実習、動物解剖実習

＝[全学科]
・敬心学園学術研究会への参加呼びかけ



基準４ 学修成果

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

言語聴覚士・理学療法士・柔道整復師ともに国家

資格のため、設定している目標は、国家試験合格率

100％、就職率 100％である。
国家試験合格率目標達成のため、１年次から国家

試験対策授業を行い、卒業学年次には学内模擬試

験・特別対策講義・低学力者対象集中セミナーなど、

多様な国家試験対策を実施している。また、合格発

表後には次年度に向けた指導方法の改善、競合他校

との比較分析を行っている。

就職に関しては、生徒の自主性に重きを置きつつ

も、各施設の人事担当者を招致しての就職説明会を

学科によって年 1～2回程度実施するなどして情報
の収集・提供に鋭意努めている。また、就職活動報

告書・内定報告書を担当教員に提出するよう指導

し、活動状況・就職先の把握を行うとともに、担当

教員による個別指導も実施している。

課題は、生徒一人ひとりの修学度合のばらつきが

年々目立つようになっているものの、それに見合っ

た教授体制、国家試験対策について、学校全体とし

てはまだ模索段階であるという点である。

低学力者対策・国家試験対策について積極的な取

り組みを行っている学科をモデルに、他学科でもそ

の応用を進めていく。その際、学科ごとに入学対象

者によって学生の特性が大きく異なる為、相応の対

応策を考えていくことが重要である。

卒業生の就職実績を明確にすることは在校生の

進路選択の一助となるため、平成２５年度から内定

報告を極力行うよう、卒業時の指導を強化した。そ

の結果一定の成果が見られたため、今後は卒業後の

追跡も含め進路確定の把握を徹底する。特に本校で

は卒業後に就職が決まるケースも多いため、この取

り組みが必須である。

・担任制、個別指導・学習

・入学時から一貫した国家試験対策（模擬試験・年

末セミナーなど）＝[理学療法学科]
・就職相談室

・就職説明会の開催

・求人情報のホームページでの情報提供



基準５ 学生支援

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

生徒への支援として、学業面はもとより就職に対

するサポート、日常生活の相談から卒業後の支援ま

でを幅広く行う体制と設備は概ね充実している。

本校では、学科によって高卒／大卒と生徒の年齢

や経験も様々であり、保護者との関係性は一義的に

捉えることは出来ないが、生徒が学業に専念し、無

事に卒業するためには保護者の協力と連携が極め

て重要である。

生徒一人ひとりへの支援の更なる充実を目的と

して、教員による学力面のサポート体制のほか、臨

床心理士（非常勤）による学生相談室を設置し、心

理面へのサポート体制も整えている。学生が利用し

やすい窓口として整備することが必要であるが、い

ずれにしても学生の抱える問題に的確にかつ迅速

に対応することが、学生及び保護者の満足度に繋が

ることは言うまでもない。

経済的支援として、社会情勢により就学困難とな

った生徒に対する公的奨学金手続きに関するサポ

ートを含め、学費分納や独自の奨学金制度を設けて

いるが充分だとはいえない。

本校は卒業後のキャリアアップの為の受け皿と

して、各学科で勉強会を設けているが、新設の学科

に関してはノウハウがなく活動が低調になりがち

のため、一定年数が経過するまでは学校のサポート

が必要と思われる。

既に入学時や長期実習前等に保護者会を実施し

ている学科もあるが、少なくとも高卒対象の学科に

関しては、定期的な保護者会の開催を取り入れてい

きたい。同時に、カリキュラム等をはじめとした教

育内容や学生の成績・出席状況の情報提供などにつ

いても、保護者の立場に立って検討をしていくべき

であろう。

これまで本校では、生徒・教職員間の交流を目的

とした行事がほとんどなかったが、学生支援の一環

として今後はスポーツ大会のようなイベントを学

校行事と位置づけて、年一回程度定期的に実施して

いく方向である。

学生相談室は学生に対する相談窓口として一定

の機能を果たしているが、相談内容から学校運営上

の課題を把握し、その改善へ向けた検討と行う仕組

みを作る必要がある。学生支援を組織的に検討する

ための枠組みの新設を視野に入れていく。

経済的支援は学生の学ぼうとする意欲や成績に

応じ弾力的に利用できる、更に充実した独自の奨学

金制度を思案している。

・入学時／最終学年保護者説明会[理学療法学科]
・学生相談室

・ご意見箱

・同窓会（定期的な交流会の実施）

・「りんご会」

＝[理学療法学科]

・「ＳＬＨＴ研究会」

＝[言語聴覚療法学科]

・「柔創会」

＝[柔道整復学科]

・在学中から現場の勤務が可能となる仕組み

理学・夜→リハ助手のアルバイトを斡旋し、在学

中に専門職の仕事としての責任感や探究心が

求められることを身に付けさせる。

柔道整復→午前中授業とすることで、午後に医療

福祉関係との両立が可能に。



基準６ 教育環境

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

本校は、厚労省の定める設置基準を遵守し、「実

務と研究の両面にわたって志の高い専門職を養成

する」という考えのもと、校内外にわたり充実した

教育環境を整えている。

校内には、教室以外に生徒が学習できるオープン

スペースを多く設けると共に、図書室には多様な専

門図書を所蔵。また、トイレの改修にも着手し、段

階的なアメニティ整備の端緒に付いたところであ

る。

課題としては、施設設備全般の老朽化への対応が

後手に回っている状況であり計画的な施設設備の

修繕計画を立案する必要があること、また OA機器
セキュリティの未整備、防災防犯対策の未整備が挙

げられる。

資格取得の上で、質の高い実習施設を潤沢に有す

ることもまた学校の教育環境のひとつと言えるが、

学外の実習施設向けに教育方針と学習評価に関す

る説明会を毎年行い、実習の円滑な運営と業界との

協力体制構築に努めている。

短期 中期的視点   施設設備面 修繕計画 

立案     急務        多  経費 見込

   到底単年度 処理            他

 経費支出           見極      段

階的 整備     

  他 開校当時 揃  教育 研究用機器類 経

年   老朽化 目立        段階的 入 

替  行    必要      要望 以下 学科

  的確 吸 上  学内  購入計画   承認 

     意思決定 執行     改  明確   

   

現状 防災計画及 防犯対策 見直   各法令

 基  教職員 実施      教職員 対  勉

強会 生徒 対  説明会 行  周知 徹底   

 余裕   学習環境

 臨床敬心      臨床敬心接骨院 併設   実

習施設    活用

 学校       活用  就職情報 提供

        上 蔵書検索    



基準７ 学生の募集と受入れ

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

生徒募集については、東京都専修学校各種学校協

会の自主規制ルールに基づき行っている。入学者は

高等学校新卒者から社会人経験者まで多岐に渡る

ため、学校パンフレットや学校ホームページに、在

校生の年齢構成や前職情報、コメント等を掲載し入

学志願者目線の情報提供を心がけている。更に、国

家試験合格率や就職実績など教育成果の情報は、学

校のホームページでも公開している。

入学志願者の履歴や相談内容は、希望学科別にパ

スワードを掛け管理表にて管理している。

入学選考は、複数の入試方法で実施し、合否判定

については判定会議にて決定している。

合格率や辞退率等のデータは受験者名簿にて蓄

積し管理を行っている。学科によっては、入学者の

傾向を教員が個別面談を通じて把握し、その結果に

より授業方法等の検討を行っている。

財務計画と募集計画は密接な関連があるが、景気

動向等に左右されるため整合性を計ることが極め

て難しい。学納金は内外の環境等を考慮し、水準よ

りも低く設定している。入学辞退者に対する授業料

等の返還については所管官庁の指導に沿って実施

しているが、取り扱いの詳細は募集要項等に明示さ

れていない。

高等学校への積極的な情報提供活動は、高等学校

における進学説明会等への参加など対外的な活動

にはマンパワーの面からも制約があるため、教員向

けの説明会の新設、学校ホームページにおける積極

的な情報提供など学内で出来る事で対応していく。

これに関しては、職業実践専門課程として義務付け

られている「情報提供」を積極的に活用したい。

現在、入学辞退者に対する授業料等返還に関する

記載がないため、今後は募集要項・学校ホームペー

ジに明記を行う。

入試方法の改善については、学園内での共通入試

や別学科を複数学科間の共通入試など、弾力的な入

試の導入が学内で提案されてきたところでもある

ので、志願者の利便性を図り募集戦略上のメリット

として位置付けていくために積極的に検討してい

く。

・各種説明会への在校生の積極的な活用

（学生スタッフ）

・教職員や在校生による個別相談を適宜実施

・多様な入試形態

・臨床敬心クリニックの見学公開（予約制）



基準８ 財 務

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

敬心学園の財務は、入学者増加に伴う帰属収入の

増加を目指す一方、更なる経費削減を行うことによ

り、安定した経営を目指している。現在の所、本学

園の財務内容は、概ね良好な状況である。

今後の財務基盤の安定化には、継続的に安定した

入学者を確保することが最重要課題であるが、その

一方で、学園というフレームによる一元管理などに

より経費の見直しや効率化による経費削減を目指

すが、教育現場の意見を取り入れ、教育効果・学生

満足度の向上を見据えたバランスのとれた財務運

用＝学校運営を行っていく必要性を感じている。

今後は、財務基盤の安定を損なわない範囲におい

て、中期計画に基づき教育施設設備への充実を図

り、安定的な入学者確保のために継続的に努力して

いく。

予算編成については、教育現場の意見を反映さ

せ、教育効果・学生満足度の向上に主眼を置くこと

に努める。

予算策定は学校支援本部を通して行うため、効率

的な予算が可能である。

公認会計士による外部監査と監事監査により、財

務における監査体系が整備されている。

敬心学園では私学法改正により義務付けされる

前から財務情報公開を打ち出しており、財務情報を

ウェブサイト等で公開している。



基準９ 法令等の遵守

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

本校は、言語聴覚士・理学療法士・柔道整復師各

養成施設指定規則に基づき適正に運営を行い、毎年

の定期報告をはじめ、必要な諸申請・届出も遺漏な

く行っている。

特に、現在は各養成施設（所）として厚労省の定

める指定規則を遵守だけでなく、文部科学省が定め

る職業実践専門課程の運営基準を同時に満たす必

要が有る為、その管理には厳正さが求められる。

ハラスメントの相談窓口は、各学科の担当者を決

め、所属学科外の教員にも相談が出来る体制を整え

た。しかし、教職員のハラスメントに対する正確な

理解と体制整備はまだまだ万全とは言い難い。

個人情報保護については、学校ホームページで公

開している「個人情報保護方針」に基づき、細心の

注意を払い十分に配慮をしている。学校が保有して

いる個人情報の内容は様々で、また扱い方も多岐に

わたる。内容や用途に応じ、適正に管理されている。

医療系の専門学校として、研究倫理委員会を設け

ているので、申請を受け委員会としての判断を行っ

ている。

指定規則の遵守のためには、教職員ひとりひとり

が規則を正しく理解する必要がある。少なくとも、

申請・届出に直接かかわる事務局では、教務課の職

員を中心に規程の理解を深める機会を作る必要が

ある。

法令順守は、単に教育上の事柄に留まらない。施

設管理・防災管理上の法令も、これだけ広大な教育

施設を預かる上では遵守が求められるため、今後は

その理解を深め、防災対策を進める必要性を感じて

いる。

（特徴）

教員の学生に対するハラスメントの場合は、その

学科の学科長に訴え出る特徴がある。その場合に校

長が委員長としての立場にたち、当該学科長ばかり

でなく全学科長を含め事案の確認を行い、顧問弁護

士の意見を聞いて、処分、再発防止、学生への対応

を行っている。個人情報保護の問題もあり、当該ク

ラスの生徒一同には、一般論として説明を行うこと

にしている。

なお、総括にあるとおり、ハラスメントの相談窓

口は、学生の相談しやすさを考慮し、各学科及び事

務局から担当者を選出、所属学科外の教職員にも相

談が出来る体制を整備している。



基準１０ 社会貢献・地域貢献

総括と課題 今後の改善方策 特記事項（特徴・特色・特殊な事情等）

設立以来、「自立支援の福祉」「開かれた医療」

を実現する人材育成を目指し、関連業界団体及び

地域社会との連携を深めてきた。各関連協会へ加

盟し、また業界全体での人材育成に寄与するため

に各関連団体への施設設備を開放してきた。

26年度からは江東区健康スポーツ公社の求め
に応じ、救護班として柔道整復師資格を持つ教員

を派遣するなどの地域連携をスタートさせてい

る。

課題としては学生に対するボランティア情報

の提供体制、留学生の受け入れ態勢の整備、また、

本校の持ちうる資源を社会・地域に還元するもの

として地域向けの生涯教育の実施のための教員

確保と設備充実などが挙げられる。

なお、地域貢献の一環として、付属施設である

臨床敬心クリニックを設置しているが、言語訓練

が主であり、近隣の地域住民への十分な還元とは

まだ言い難い。耳鼻咽喉科を標ぼうしていること

もあるので、より地域に開かれた医療機関として

発展することが求められている。

ボランティアの担当部署を明確にし、学生が利用

しやすい情報提供窓口を整備すると共に、活動に伴

う保険などを整備する。

留学生の受け入れにあたり、留学生用の入学試験

制度を導入し、また英文による証明書等の発行、関

連企業や公的機関との情報共有等を検討する。

敬心クリニックを今後さらに発展させていくため

には、成人分野の拡大が必須である。地域の医療機

関・公的機関・福祉施設などに積極的に働きかけて

いく予定である。

（関連業界団体）

全国専修学校各種学校総連合会

東京都専修学校各種学校協会

全国リハビリ学校連絡協議会

日本リハビリテーション学校協会

日本言語聴覚士教員連絡協議会

全国柔道整復学校協会

日本柔道整復接骨医学会

日本マイオチューニングアプローチ学会

日本言語聴覚士協会

日本理学療法士協会

東京都柔道接骨師会

東京都理学療法士協会


	基準１　教育理念・目的・育成人材像
	基準２　学校運営
	基準３　教育活動
	基準４　学修成果
	基準５　学生支援
	基準６　教育環境
	基準７　学生の募集と受入れ
	基準９　法令等の遵守
	基準１０　社会貢献・地域貢献

